参考様式４
ウ　外国会社である特別子会社があり、かつ、申請会社または申請会社と支配関係にある法人が当該外国会社たる特別子会社の株式等を保有している場合で、かつ、いずれの特別子会社も特定特別子会社に該当する場合
[注意]この場合、贈与（相続）の時における従業員が５人以上いることが要件となります。
誓約書

[bookmark: _GoBack]○○年○月○日

岡山県知事　殿

▲▲▲株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　○○　○○

中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律第12条第1項の認定（施行規則第6条第1項第○号の事由に該当する場合）の申請をするにあたり、贈与（相続の開始）の時以後において、下記に掲げる当社の特定特別子会社が同法施行規則で規定する上場会社等、大会社又は風俗営業会社のいずれにも該当しないことを誓約します。

記
OKAYAMA CO.Ltd.（所在地：・・・・・・・・）
▲□▲□株式会社（所在地：岡山県○○市△△１－２－３）

【作成のポイント】
○申請会社が誓約すること
○認定申請日付けで作成すること
○認定申請毎に作成すること
○特別子会社が複数ある場合でも、要件を満たしていることについて1枚の誓約書にまとめて記載して構わない
（参考）※同法施行規則の条項について
第一種特別贈与認定中小企業者の場合：第6条第1項第7号
第二種特別贈与認定中小企業者の場合：第6条第1項第9号
第一種特例贈与認定中小企業者の場合：第6条第1項第11号
第二種特例贈与認定中小企業者の場合：第6条第1項第13号
第一種特別相続認定中小企業者の場合：第6条第1項第8号
第二種特別相続認定中小企業者の場合：第6条第1項第10号
第一種特例相続認定中小企業者の場合：第6条第1項第12号
第二種特例相続認定中小企業者の場合：第6条第1項第14号













